ペルーの経済情勢（２０１５年３月）
１　総論

最新のペルーの月例主要経済指標は，経済成長率１．６８％（１月：前年同月比），リマ首都圏のインフレ率２．７７％（２月までの一年間），対米ドル為替相場３．０７９（２月平均値），リマ首都圏の完全失業率６．８％（２月），財政収支１，３１０百万ソルの赤字（２月），貿易収支３１７百万米ドルの赤字（１月）となった。
２　各論

（１）主要経済指標

　ペルー中央準備銀行及びペルー統計情報院によれば，ペルーの主要経済指標は次のとおり。

ア　経済成長率

最新の経済成長率（ＧＤＰ成長率）は，１月の１．６８％（前年同月比）であった（２月分は未公表）。
[image: image1.emf]GDP成長率（前年同月比）推移
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イ　インフレ率

　２月のリマ首都圏のインフレ率（消費者物価指数（前月比））は，０．３０％となり，最近１２か月（昨年３月～２月）の上昇率は，２．７７％となった。
　　[image: image5.emf]リマ首都圏インフレ率（前月比）の推移
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ウ　為替相場

２月の対米ドル為替相場の平均は３．０７９ソルであった。
[image: image7.emf]為替の推移(ソル／ドル）(平均）

2011年 2012年 2013年 2014年14年3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
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エ　失業率

　２月のリマ首都圏の完全失業率は６．８％であった。
[image: image10.emf]リマ首都圏失業率推移
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オ　財政収支

　２月の中央政府の財政収支は，歳入が対前年同月比で２．１％減となった。歳出は，対前年同月比で２３．８％増となった。全体では，プライマリーバランスは，７７百万ソルの赤字となった。債務の利払いを含めると，１，３１０百万ソルの赤字となった（３月分は未公表）。
　[image: image12.emf]財政収支

（百万ソル）

2010年間 2011年間 2012年間 2013年間 2014年間 2014年12月2015年1月 2月 前年同月比 前年同期比 

※

歳入 74,712 88,135 97,287 103,282 109,517 9,091 9,256 8,034 -2.1% -4.1%

歳出 70,639 78,878 85,759 96,312 106,959 17,801 6,102 8,115 23.8% 15.1%

資本的収入 747 290 344 772 705 28 4 4 -53.9% -83.1%

ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ 4,766 5,219 11,872 7,742 3,263 -8,682 3,159 -77 - -

債務利払い 4,820 9,547 5,233 5,729 5,777 114 92 1,232 8.8% -9.6%

総収支 53 4,329 6,639 2,013 -2,515 -8,796 3,067 -1,310 - -

※ 2014年1～2月の累計と2015年1～2月期との差異。
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　カ　貿易収支

　１月の輸出額は，伝統産品（鉱物資源，魚粉，コーヒー等）が対前年同月比１２．６％減，非伝統産品（アスパラガスなどの近代的農業産品，繊維製品，工業製品等）が４．５％減となり，全体では２，８４５百万米ドル（対前年同月比１０．１％減）となった。主要輸出品目は銅，金，ぶどう，マンゴーであった。
輸入額は，対前年同月比で消費財が３．１％増，中間財は１７．０％減，資本財が１５．１％減となり，全体で３，１６３百万米ドル（対前年同月比１２．５％減）となった。この結果，貿易収支は，３１７百万米ドルの赤字となった。主要輸入品目は携帯電話，トウモロコシ，自動車，原油であった（２月分は未公表）。
[image: image15.emf]貿易収支

（百万ドル）

2010年間 2011年間 2012年間 2013年間 2014年間 2014年11月 12月 2015年1月 前年同月比

輸出

35,803 46,376 47,411 42,474 39,326 3,112 3,307 2,845 -10.1%

　伝統産品

27,850 35,896 35,869 31,251 27,538 2,062 2,214 1,944 -12.6%

　非伝統産品

7,699 10,176 11,197 10,985 11,618 1,041 1,086 887 -4.5%

　その他

254 304 345 238 170 9 7 14 9.2%

輸入

28,815 37,152 41,135 42,217 40,807 3,252 3,099 3,163 -12.5%

　消費財

5,489 6,734 8,252 8,837 8,891 830 725 689 3.1%

　中間財

14,023 18,332 19,273 19,512 18,819 1,395 1,376 1,447 -17.0%

　資本財

9,074 11,730 13,347 13,654 12,911 1,005 990 1,009 -15.1%

　その他

229 356 262 213 185 21 8 18 10.9%

貿易収支

6,988 9,224 6,276 257 -1,480 -140 208 -317 -
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キ　外貨準備高

２月末の外貨準備高は，６１，８９６百万米ドルとなった。
[image: image18.emf]外貨準備高 （百万ドル）

2010年末 2011年末 2012年末2013年/3月 6月 9月 12月 2014年/3月 6月 9月 12月 2015年/1月 2月

44,105 48,816 63,991 67,918 66,683 66,729 65,663 64,954 64,581 64,453 62,308 62,619 61,896
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ク　対外累積債務

２０１４年第４四半期末の対外債務累計総額は，６４，３５５百万米ドルであった。 
[image: image21.emf]対外債務累積

（百万ドル）

 

2009年末 2010年末 2011年末 2012年末 2013年末 2014年3月2014年6月2014年9月2014年12月 前年同月比

対外債務累積額 35,157 43,674 47,977 59,376 60,823 60,842 61,657 63,584 64,355 5.8%

 　中長期債務

30,431 37,359 41,652 50,435 54,373 54,764 55,336 56,349 57,321 5.4%

 　　民間債務

10,314 14,424 17,420 23,982 30,341 31,459 31,295 32,577 33,432 10.2%

　　 公的債務

20,117 22,934 24,232 26,452 24,032 23,305 24,042 23,772 23,889 -0.6%

 　短期債務 

4,726 6,315 6,325 8,941 6,450 6,079 6,321 7,235 7,034 9.1%


[image: image22.emf]35,157

43,674

47,977

59,376

60,823

64,355

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2009

年末

2010

年末

2011

年末

2012

年末

2013

年末

2014

年末

　[image: image23.emf]60,842

61,657

63,584

64,355

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

2014

年

/3

月

6

月

9

月

12

月


　　　　（注）上記表中の数値は今後修正される可能性あり。

（２）最近の主な出来事
・経済財政相が減税効果について年間４０億ソルと報告
セグラ経済財政相は，本年より実施されている減税の裨益規模は１か月当たり約４億ソルであり，個人，家計，民間企業などの裨益者がその分を再投資することなどにより，ペルー経済に年間４０億ソル以上の資金流入効果があると報告した。今後も，中長期的に（５～２０年）６．５％の経済成長を目指し，地方政府の適切な公共投資実施への国の支援など，幅広い政策を打ち出していくとしている（４月１０日）。

・経済財政相が本年の経済成長率予測を下方修正

セグラ経済財政相が，本年の経済成長予測を４．２％から４．０％以下に下方修正した。その理由として，消費と民間投資の鈍化及びエルニーニョの影響を指摘している。年初の予測は５．０％であったが，１月末に４．８％，３月初めに４．２％，そして今回と連続して下方修正している（４月８日）。
・ＥＣＬＡＣの本年の経済成長予測　
　　ＥＣＬＡＣ（国連ラ米カリブ経済委員会）は，本年のペルーの経済成長率予測を４．２％と発表した。南米ではボリビア（５．０％）に次いで２番目に高く，パラグアイ４.２％，コロンビア３.６％，エクアドル３.５％，チリ３.０％，ウルグアイ３.０％，アルゼンチン０．０％，ブラジル－０．９％，ベネズエラ－３．５％と続く。ラテンアメリカ及びカリブ地域全体の平均では１．０％と予測している（４月６日）。
・地方政府の公共投資額の減少

本年第１四半期の地方政府の公共投資額は，前年同期比２０.６％減の３６億８６００万ソルであった。昨年１０月の統一地方選挙により年初に首長が交代したことなどが理由。本年予算の執行率を州別に見ると，アヤクチョ州（２９.８％），ラリベルタ州（２５.９％），ワヌコ州（２３.４％），ウカヤリ州（２２．９％），リマ州（２２．４％）で２０％を超えている一方，アンカッシュ州（２．３％），パスコ州（３．９％），プーノ州（４.３％）、イカ州（５．１％）など，１桁台にとどまるところも多い（４月６日）。
・エルニーニョ現象の経済への影響
リマック・セグロ社（当地保険会社）の試算によれば，現在発生が懸念されているエルニーニョ現象が本年中旬に発生した場合，同現象の弱・中・強の程度に応じて，国内総生産がそれぞれ０.５％，１.０％，３.０％減少し，特に漁業，農業，製造業の分野に大きな影響を与える見込み。また，インフラへの損害も懸念されるとしている（３月３１日）。

　（了）
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